
入 本L公 告 (建設工事 )

次のとおリー般競争入札に付します。

第89号 令和 8年 10月 2日
契約担当官

航空自衛隊第 5航空団
会計隊長 古地 宗則

(公印省略)
工事概要

(1)工 事 名 電源切替開閉器更新工事
(2)工事場所 航空自衛隊下甑島分屯基地
(3)工  期 契約締結日～令和 9年 3月 31日
(4)本工事は、工事費内訳明細書の提出を義務付ける工事である。

1

2 競争参加資格
(1)予算決算及び会計令 (昭和 22年勅令第 165号。以下「予決令」という。)
第 70条及び第 71条の規定に該当しない者であること。
(2)防衛省における令和 7・ 8年度一般競争 (指名競争)参加資格 (以下「防衛省競
争参加資格」という。)の うち、「電気工事」で級別の格付を受けていること。 (会
社更生法 (平成 14年法律第 154号)に基づき更生手続開始の申立てがなされて
いる者又は民事再生法 (平成 11年法律第 225号)に基づき再生手続開始の申立
てがなされている者については、手続開始の決定後、再度級別の格付を受けている

こと。)

(3)会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基
づき再生手続開始の申立てがなされている者 ((2)の再度級別の格付を受けた者を除

く。)でないこと。
(4)防衛省競争参加資格の「電気工事」に係る等級 (防衛省競争参加資格の資格審査
結果通知書 (以下「資格審査結果通知書」という。)の記 3の等級)が A～ C等級で
あること。
(5)一般競争参加資格確認申請書 (以下「申請書」という。)、 申請書記載の競争参加
資格確認資料 (以下「資料」という。)及び資格審査結果通知書の提出期限の日か
ら開札の時点までの期間に、熊本防衛支局から、工事請負契約等に係る指名停止等
の措置要領について (防整施 (事)第 150号 28.3.31)に 基づく指名停止を
受けていないこと。
(6)入札に参加しようとする者の間に資本関係、人的関係又はそれらと同視しうる関
係がないこと (資本関係又は人的関係がある者のすべてが共同企業体の代表者以外
の構成員である場合を除く。)。
(7)都道府県警察から暴力団関係業者として防衛省が発注する工事等から排除するよ
う要請があり、当該状態が継続している有資格業者でないこと。
(8) 情報保全に係る履行体制について懸念が存在する者又は業務従事者若しくは親
会社等の国籍その他これに類するものが、発注者との契約に違反する行為を求めら
れた場合に、これを拒む権利を実効性をもって法的に保証されない国又は地域に該
当する者及び国連安保理決議において労働許可を提供しないことが決定されている
国又は地域に該当する者は入札参加を認めない。



3 入札手続等
(1)担 当部隊等
〒 889-1492 宮崎県児湯郡新富町大字新田 19581
航空自衛隊第 5航空団 (新田原基地)会計隊契約班 木下
TEL 0983-35-1121(内 線 5735)
FAX  098 3-35-1 805

(2)入札説明書等の交付
ア 交付期間
令和 8年 10月 2日 から令和 8年 10月 20日 まで (行政機関の休日に関する
法律 (昭和 63年法律第 91号)第 1条第 1項に規定する行政機関の休日 (以下
「行政機関の休日」という。)を除く。)の毎日、午前 8時 15分から午後 5時
イ 交付場所
(1)に同じ

ウ 交付書類
入札説明書、仕様書、申請書、資料、その他、契約担当官が必要と認めるもの。

工 交付方法
手交又は郵送

なお、仕様書については、公告とともに公示している場合は、新田原基地ホー

ムページの調達情報から入手可能である。

(3)申請書、資料及び資格審査結果通知書の提出期限等
ア 提出期限
令和 8年 10月 20日  午後 5時 00分
イ 提出方法
持参又は郵送

(4)入札書等の提出期限等
ア 提出期限
令和 8年 11月 6日  午後 5時 00分

イ エ事費内訳明細書の提出
工事費内訳明細書についても、入札書と同時に提出するものとする。

ウ 提出方法
持参又は郵送等
入札書及び工事費内訳明細書を各々封筒に入れて封かんし、入札書を入れた封

筒の表に「入札書在中」と朱書きする。さらにこれらを 1つの封筒に入れて封か
んし、封筒の表に工事名、開札日時及び商号又は名称を記載の上、提出する。ま

た、一般競争参加資格確認通知書 (入札説明書第 6項第 4号に示すもの)又はそ
の写しを提示する。
(5)開札の日時及び場所
ア 日時
令和 8年 11月 13日 午前 10時 00分

イ 場所
航空自衛隊新田原基地司令部庁舎 lF入札室

4 その他
(1)手続において使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。



(2)

(3)

(5)

(6)

(7)

(8)

(9)

(12)

(13)

(14)

(10)

(11)

入札保証金

免除

契約保証金

免除。ただし、落札者は、公共工事履行保証証券、又は履行保証保険契約に係る

証券による保証を付するものとする。 (契約不適合特約 (1年間)を付したものに
限る。)こ の場合の保証金額は、請負代金額の 10分の 1(予決令第86条の調査
を受けた者との契約については10分の3)以上とする。
入札の無効
次に掲げる入札は無効とする。
ア 本公告に示した競争参加資格のない者のした入札
イ 申請書、資料を含む提出書類に虚偽の記載をした者のした入札
ウ 入札に関する条件に違反した入札
落札者の決定方法

予決令第 79条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価
格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。ただし、落札者となるべき者の

入札価格によっては、その者により当該契約の内容に適合した履行がなされないお

それがあると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩

序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められるときは、予定

価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち、最低の価格をもって入

札した者を落札者とすることがある。

落札者となるべき者の入札価格が予決令第85条の規定に基づいて作成された基
準 (以下「調査基準価格」という。)を下回っている場合は、予決令第86条の調査
(以下「低入札価格調査」という。)を行うので、協力しなければならない。
入札後、契約を締結するまでの間に、都道府県警察から暴力団関係者として防衛

省が発注する工事等から排除するよう要請があり、当該状態が継続している有資格

者とは契約を行わない。

契約書作成の要否

要

適用する契約条項

本工事は、航空自衛隊標準契約条項建設工事請負契約条項、適用契約条項及び暴
力団排除に関する特約条項 (工事契約書)を適用する。
資料のヒアリングを行う場合がある。

関連情報を入手するための照会窓口

3(1)に同じ。
競争参加資格の級別の格付を受けていない者の参加
2(2)に掲げる競争参加資格の級別の格付を受けていない者も3(3)に より申請書
及び資料を提出することができるが、競争に参加するためには、開札の時において

当該資格の格付を受け、かつ、競争参加資格の確認を受けていなければならない。
本工事は、現場閉所により週休 2日 を確保する「完全週休 2日 制工事 (土 日)」 の

試行対象工事である。
詳細は、入札説明書による。

(4)



別紙様式第 1

(用紙 A4)

一 般 競 争 参 加 資 格 確 認 申 請 書

令和  年  月  日

契約担当官

航空自衛隊第 5航空団

会計隊長 古地 宗則 殿

住    所
商号又は名称

代表者 氏名

令和 8年 10月 2日 付で入札公告のありました、電源切替開閉器更新工事に係る競争
参加資格について確認されたく、下記の書類を添えて申請します。

なお、予算決算及び会計令 (昭和 22年勅令第 165号)第 70条の規定に該当する
者でないこと及び添付書類の内容について事実と相違ないことを誓約します。

言ロ
ロtコ

1 入札説明書 6(3)アに定める同種の工事の施工実績を記載した書面
2 入札説明書6(3)イ に定める配置予定の技術者の資格等を記載した書面
3 入札説明書 6(3)工 に定める契約書の写し
4 入札説明書 6(3)ウ に定める工程表を記載した書面

以  上



別紙様式第 2

(用紙A4)

同 種 の 工 事 の 施 工 実 績

注 :1 必ず同種工事が確認できる内容で記載のこと。
2 CORINS登録の有無について、いずれかに○を付す。 「有」に○を付した場合
は、CORINSの登録番号を記載すること。「無」に○を付した場合は契約書の写
しを添付すること。

3 記載する工事が、平成 13年 12月 25日 以降に完成した防衛省発注機関 (防
衛施設局及び防衛施設支局を含む。)の発注した工事の場合は、当該工事に係
る施工成績評定通知書又は工事成績評定通知書等の写しを添付すること。ただ

し、成績評定が行われなかった場合は、添付は要しない。

′ ゝ

工  :事   名

(都道府県名、市町村名を記入する。)
工 事 場 所

契 約 金 額
(百万円単位で記入する。)

工 期
年  月～ 年   月

単体/JV(出資比率)

工

事

名

称

等
受 注 形 態 等

構 造 形 式

規 模 ・ 寸 法

使用機材・数量

施 工 条 件

工

事

概

要

そ  の  他

CORINS登録の有無 有 (CORINS登録番号 ) 無

発 注 機 関 名

(市街地・軟弱地質等)



別紙様式第 3

(用紙A4)

注 :1 必ず同種工事が確認できる内容で記載のこと。
2 CORINS登録の有無について、いずれかに○を付す。「有」に○を付した場合
は、CORINSの登録番号を記載すること。「無」に○を付した場合は契約書の写し

を添付すること。

3 記載する工事が、平成 13年 12月 25日 以降に完成した防衛省発注機関 (防
衛施設局及び防衛施設支局を含む。)の発注した工事の場合は、当該工事に係
る施工成績評定通知書又は工事成績評定通知書等の写しを添付すること。ただ

し、成績評定が行われなかった場合は、添付は要しない。

/ヽ

項
口
目 主任技術者又は監理技術者

氏 名

最 終 学 歴 (学校名、学科名及び卒業年次を記入する。)

、建築士等の名称及び取得年月日
格の取得年月日、登録番号及び登

録会社並びに監理技術者講習の取得年月日及び修
了証番号を記入する。)

、監理技術者資
(施工管理技士

よ
　
免

る

格 =″
百
―
r資

法 令 |

工   事   名

発 注 者 名

工 事 場 所 (都道府県名、市町村名を記入する。)

(百万円単位で記入する)契 約 金 額

工 期 年  月 年  月

従 職役 (現場代理人、主任 (監理)技術者等の名称 )

工 事 内 容

工事概要

CORINS登録の有無 有 (CORINS登録番号
`聾

工  事  名

発 注 者 名

工 期 年   月 年   月

(現場代理人、主任 (監理)技術者等の名称)従 事 役 職

本工事と重複する

場合の対応措置

申請時に

おける他

工事の従

事状況等

CORINS登録の有無 有 (CORINS登録番号
`コ

:

配 置 予 定 の 技 術 者



別紙様式第 4

(用紙A4)

工  程  表
工事名

斜銘

項

目

単

位

数

■ユ
ヨ三

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

10 20 1020 1020 1020 1020 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20

■工程管理に対する」ガ1粕勺所見

Ｆ
Ｉ
Ｌ
Ｉ
Ｉ
Ｉ

「
―
―
「
―
―

一　

　

　

一

可
―
斗
―
―

~¬

|

|

|

|



別 紙 様 式 第 5

令和  年   月   日

誓 約 書

契約担当官

航空自衛隊第 5航空団
会計隊長 古地 宗則 殿

住  所
商号又は名称

代表者氏名

弊社は、過去 5年間に防衛省発注の工事 (業務)を完成 (完了)・ 引渡ししております
が、その際、契約条項に則り守秘義務に努めておりました。今回本工事 (業務)を受注
する際には、過年度の契約と同様に、契約条項に則り守秘義務に努めること、また、契

約を履行する一環として収集、整理、作成等した一切の成功については、発注者の同意

なく、代表権を有する者、役員 (持分会社にあっては社員を含む。)、 管理職員等であっ

ても、その取扱いを認められた者以外の者はこれに接しないこと、及び、職務上の下級

者等に対してその提供を要求しないなど、情報の保全に万全を期すこと、あわせて、本

業務に従事する業務従事者若しくは親会社等の国籍その他これに類するものが、発注者

との契約に違反する行為を求められた場合に、これを拒む権利を実効性をもって法的に

保障されない国又は地域に該当する者及び国連安保理決議において労働許可を提供しな
いことが決定されている国又は地域に該当する者でないことを誓約いたします。



別 紙 様 式 第 6

令和  年   月   日

誓 約 書

契約担当官

航空自衛隊第 5航空団
会計隊長 古地 宗則 殿

住  所
商号又は名称

代表者氏名

弊社は、本工事 (業務)を受注する際には、契約条項に則り守秘義務に努めること、ま
た、契約を履行する一環として収集、整理、作成等した一切の情報については、発注者
の同意なく、代表権を有する者、役員 (持分会社にあっては社員を含む。)、 管理職員等

であっても、その取扱いを認められた者以外の者はこれに接しないこと、及び、職務上

の下級者等に対してその提供を要求しないなど情報の保全に万全を期すこと、あわせて、

本業務に従事する業務従事者若しくは親会社等の国籍その他これに類するものが、発注

者との契約に違反する行為を求められた場合に、これを拒む権利を実効性をもって法的

に保障されない国又は地域に該当する者及び国連安保理決議において労働許可を提供し

ないことが決定されている国又は地域に該当する者でないことを誓約いたします。



令和 8年  月   日

契約担当官
航空自衛隊第5航空団
会計隊長  古地 宗則 殿

工 事 件 名 :電源切替開閉器更新工事

工事内訳

工 事 費 内 訳 明 細 書

住    所
商号又は名称
代表者 氏名

備 考名  称 数 量 単 位 金   額

式直接工事費

うち材料費 式

式うち労務費

計

共通費

+
工ヽ共通仮設費

式現場管理費

うち建退共制度の掛金
+
工ヽ

工事原価のうち現場労働者の法定福利費
の事業主負担額

1・

工ヽ

式工事原価のうち安全衛生経費

一般管理費等 式

l■

工事価格 式

■ ■

~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~T~~~~~~~~~~~¬
l          l

_______⊥ __劃

|    |
L___」

|  |  ||      [      |

「

~~「~¬
|  |  |
l      l      l



細目別内訳

名  称 摘  要 単 価 金 額 備 考

建築工事

1撤去工事

式(1)電源切替開閉器 1 仕様書のとおり

(2)電源切替開閉器2 仕様書のとおり Jに

仕様書のとおり 式(3)電源切替開閉器3

小

2更新工事

(1)電源切替開閉器 1 仕様書のとおり

(2)電源切替開開器2 仕様書のとおり 式

仕様書のとおり 式(3)電源切替開閉器3

4ヽ 言十

直接工事費イヽ言十

一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一

■
■
■
■

式

一一

Ｌ

Ｉ

Ｉ



入  本L 書

工事名 (業務の名称):電源切替開閉器更新工事

入札金額 :¥

上記の金額をもって工事に係る入札及び契約心得・契約条項を承諾の上、入札します。

令和 8年 11月 13日

契約担当官

航空自衛隊第 5航空団

会計隊長 古地 宗則 殿

住    所
商号又は名称

代 表 者 氏 名

代 理 人 氏名

注 :金額、月日等の数字は算用数字で明確に記載すること。



市価調査書

契約担当官

航空自衛隊第5航空団

会計隊長 古地 宗則 殿

令 和 8年 10月 20日

住所、会社名、代表者名

工    期 契約締結日～令和9年 3月 31日 工 事 場 所 航空自衛隊下領島分屯基地

品 名 (件名 ) 規 格 単位 単 価 金  額 備  考

内訳書のとおり 式 l

以下余自

=ネ=L(見
積)金額

ヽア
i



内 訳 書

数 tt 単位 :卜 価
′諄・  ・ 1た
1用 う摘  要

1撤去工事

仕様書のとおり(1)電源切替開閉器 1

仕様書のとおり(2)電源切替開閉器2

仕様書のとおり 式(3)電源切替開閉器3

小 計

2更新]i事

(1)電源切替開閉器 1 仕様書のとおり
―ト
エヽ

仕様書のとおり
ト
工ヽ(2)電源切替開閉器2

(3)電源切替開閉器3 仕様書のとおり 式
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電源切替開閉器更新工事

航空自衛隊下甑島分屯基地



仕  様  書

1 件  名 :電源切替開閉器更新工事
2 工事場所  :航空自衛隊下甑島分屯基地

3 工  期  :契約締結 日～令和 9年 3月 31日

4 工事概要  :#54局 舎及び#90局 舎における電源切替開閉器の更新
5 内容及び数量

6 -般 共通事項

(1}準拠図書等

本工事は、本仕様書によるほか、次の関係規定により施工するものとする。

ア 国土交通省大臣官房官庁 「公共建築工事標準仕様書」

イ 国土交通省大臣官房官庁 「公共建築改修工事標準仕様書」

ウ 国土交通省大臣官房官庁 「公共建築設備工事標準図」
工 国土交通省大臣官房官庁 「営繕工事写真撮影要領」
オ 国土交通省大臣官房官庁 「建築保全業務共通仕様書」
力 防衛省制定「土木工事共通仕様書」
キ その他関連法規

(2)提出書類

工事に必要な書類は、監督官の指示する様式により遅滞なく提出するものと

する。

ロ  ル
ロロ  ´

“

コ 規格・寸法 数 量 単位 備 考

電源切替開閉器 1(撤去 ) 高田製作所DTMC52-l MCDT400A
1

′、
ロ #54局 舎

電源切替開閉器 2(撤 去 ) 高 田製作所DTMC52-l MCDT400A
1 ロ #90局 舎

電源切替開閉器 3(撤 去 ) 高 田製作所DTMC52-2 MCDT200A
1

ノ
ロ̂ #90局 舎

電源切替開閉器 1(更新 ) DTMC52-l MCDT400A 1
′、
ロ #54局 舎

電源切替開閉器 2(更新 ) DTMC52-l MCDT400A 1 #90局 舎

電源切替開閉器 3(更新 ) DTMC52-2 MCDT200A 1

「

: #90局 舎



(3)工事工程表

ア 請負業者は、工事の着工に先立ち工事工程表を作成し監督官に提出するも
のとする。

イ エ事工程表を変更する必要が生じた場合は、当該部分の施工に先立ち、監

督官の承認を受け修正するものとする。

0 施工計画書

請負業者は、総合的な計画をまとめた施工計画書を作成し監督官に提出する

ものとする。

(5)施工図

ア 請負業者は、工事の着工に先立ち施工図等を作成し監督官に提出するもの

とする。

イ 現場の収まり、取り合いの関係で設計図書によることが困難または不都合

な場合は、監督官と協議の上、新たに施工図を作成し、監督官の承認を受け

修正するものとする。

(6)材料の品質等

ア 本工事に使用する材料等は事前に監督官の検査を受けなければならない。

また、必要に応 じ公共建築改修工事標準仕様書によるほか設計図書に定める

所要の品質及び性能の証明となる資料を監督官に提出し確認を受けるものと

する。

イ 検査において不合格となった材料等については、直ちに現場外へ搬出する

とともに良品と交換し、再検査を受けるものとする。

(7)工事の記録

ア 請負業者は、次の (ア)か ら(ウ)のいずれかに該当する場合、施工の記録、工

事写真、見本等を整備するものとする。

(ア)施工によつて隠薇される等、後日の目視による検査が不可能な場合又は

容易でない部分の施工を行 う場合

(イ)一工程の施工を完了した場合

(ウ)設計図書に定められた施工の確認を行った場合

イ エ事写真の撮影は、当該工事に関する部分以外の撮影を禁止する。写真は、

施工前、施工中、施工後、使用材料等を撮影 し、カラー印刷にてアルバム

(A4版 )に整理の上、提出するものとする。



ウ エ事の施工に際し、試験を行った場合は、直ちに記録するものとする。

(8)監督検査

ア 監督・検査については、契約担当官が定める監督・検査事務処理要領によ

り実施するものとする。

イ エ事の既設部分検査、中間検査及び完成検査に当たっては現場代理人の立

会を要するものとする。

ウ 請負業者は、次の (ア)か ら(ウ)に示す要件を全て満たした場合、工事完成通

知書及び工事完成検査願を提出の上、完成検査を受けるものとする。

(ア)設計図書に示す全ての工事が完了していること。

(イ)監督官から是正を受けた事項について、全て完了していること。

(ウ)仕様書に定められた提出書類の整備が全て完了していること。

工 検査に不合格があった箇所については速やかに是正し、再度検査を受けな

ければならない。

(9)発生材 (有価物)の処理等

発生材が発生した場合は、監督官が指示する場所に整理集積 し、材質ごとに

重量を計測後、発生材調書を添えて引き渡すものとする。

10 基地内における規定事項の遵守

ア 本工事の実施にあたっての入門及び行動は、交通法規及び基地規則を遵守
して行 うものとし、工事場所以外への立入りを禁止する。やむを得ず工事場

所以外への立入りを必要とする場合は、監督官の確認の上で、行 うものとす

る。

イ 仮設の建物を設置する必要がある場合は、監督官と調整 し必要な処置を講

ずるものとする。

11 図面等の取扱い

設計図書等は、施工の目的以外に第二者に対して貸与、複製又は閲覧させて

はならない。なお、監督官側より交付された設計図書等は工事完成後速やかに

返却するものとする。

は, 工事現場管理

ア 現場代理人は主任技術者を兼ねることができる。また、工事現場において

は常に整理整頓を心掛け、特に危険箇所の点検を実施する等、事故の未然防

止に努めなければならない。



い
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イ 請負業者は下請業者を採用する場合は施工体制台帳及び施工体系図を作成
し、建設業の許可書及び契約書等の写し (下請共)を工事現場に備えるとと

もに監督官に提出する。

ウ 基地内の施設及び工作物、備品の保護には十分注意を払 うものとし、万一

不注意により破損した場合は、請負業者の負担において原形に復旧するもの

とする。

工 道路又はその付近で作業を実施する場合は、標示及び信号を設置する等の

安全対策を講じなければならない。

事故報告

請負業者は、工事の施工中に事故等が発生した場合は速やかに監督官に報告

するとともに、必要な処置を講ずるものとする。

作業日時

本工事における作業時間は、原則として 8時 00分から17時 00分とする。

なお、作業期間中の祝 日、年末年始休暇を作業不能日として見込んでいる。

本工事における作業日時を 1日 以内とし、土曜または日曜での作業を基準と

する。

特記事項

施工箇所については、別図第 1～第 7による。

撤去及び更新作業

ア 高圧受電盤に設置してある既設の電源切替開閉器 3台を撤去し、同箇所に

電源切替開閉器を新設するものとする。

イ 電源切替開閉器への入出力電源ケーブル及び各配線等は、端子台箇所で取

り外し、端末を感電防止のために必要な処置を施すものとする。

ウ 配電盤からの撤去作業は、事前に無電圧の確認し、感電防止処置及び端末
処理等を施 してから撤去するものとする。

工 撤去品は、監督官が指定する場所まで搬送し、飛散防止措置を施すものと

する。

オ 更新する電源切替開閉器は、既設品と同等以上の性能を有するものとし、

原則無加工で施工するものとする。ただし、現場状況により、軽微な加工が

必要な場合は、監督官と協議の上、承認を受けてから実施するものとする。

力 盤内に設置してある他の周辺機器等に干渉若 しくは接触させてはならない。

(1)

(2)

7

8

(1)

(2)



キ 作業時間に変更が生じた場合、請負業者は速やかにその内容を監督官に報

告し、手続きを実施するものとする。

ク 当分屯基地内において、降雪及び積雪が認められた場合、車両運行はスタ

ッドレスタイヤ若しくはチェーン等を契約相手方で準備及び装着させるもの

とし、路面凍結時における対策を講じ、事故防止に努めるものとする。


